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コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールにおけ る学校支援のあり 方に関す る一考察

A Study of How School Supports Should Be at Community Schools 

小 西 哲 也* 當 山 清 実** 
KONISHI Tetsuya TOYAMA Kiyosane 

本稿は、 学校運営協議会制度導入に伴う 価値評価の実証的検証を行う ために、 山口県及び3 府県の自治体における質問

紙調査と イ ンタ ビュ ー調査等 を基に分析 ・ 考察 を試みた ものであ る。

コ ミ ュ ニティ ・ スク ールの中心的な取り 組みと なる学校支援活動の活性化には、 学校運営協議会において学校課題が協

議題と し て挙げら れるこ とや、 運営に関し て委員の意見が活発に述べら れるこ と な ど、 熟議の回数を重ね協議の質的な向

上が図 ら れるほど学校支援をは じめと する取り 組みが活性化 さ れるこ と が明らかと な っ た。

ま た、 こ う し た取り 組みを と お し て、 教職員の苦労や努力が地域から理解 さ れるこ と にも つながっ てい るこ と が コ ミ ュ

ニ テ ィ ・ ス ク ールの副次的 な成果 と し て報告 さ れてい るこ と に も注目 し たい。

支援活動に深ま り を求めるには、 地域の方々を学校に積極的に受け入れる取り 組みが必要であり 、 授業改善のための研

究会等への参加 を促すな ど、 こ れまで以上に開かれた学校づ く り を進めるこ と で支援活動に対する地域のエネルギーの高

ま り が確認でき た。

さ ら に、 支援活動の持続のためには、 学校を拠点 と し た大人の活動 をよ り 積極的に進める工夫が必要であり 、 学校運営

協議会を中心に地域と学校の互恵的な関係づ く り を進め、 大人の学びを充実す るな ど地域住民が学校を訪ねる機会を増や

すこ とが支援活動の深ま り につながるこ とが確認でき た。 
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1 課題設定の理由

2004年 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

の一部改正に伴い、 学校運営協議会制度が導入 さ れるこ

と と なった。 2005年度に全国で17校が学校運営協議会を

設置したのを皮切り に、 2017年 4 月 1 日現在、 その数は

3600校へと増加し ている '。 こ う した動きは、 2017年 3 
月 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」 の一部

が改正 さ れ、 学校運営協議会の設置が努力義務化と なっ

たこ と から も、 今後 さ ら に拍車がかかるこ と が予測 さ れ

る o

と こ ろが、 学校運営協議会制度については、 こ れから

の時代にふさ わしい学校づ く り に必要である と いう 教育

行政や学校関係者等の共通認識のも と に導入 さ れてい る

も のの、 制度価値評価の指標と な る教職員の意識変化や

子 ども の成長及び地域住民やコ ミ ュ ニ テ ィ 環境の変化等

に踏み込んだ実証分析 と い う 点では、 立ち遅れてい る と

言わ ざる を得 ない状況にあ る。

先行研究から コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールにおけ る課題 を

確認 し てお く 。 佐藤 (2016) は、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ー

ル制度に対す る校長の認識に関す る ア ンケ ー ト から、 一 

般教職員の関心の低 さ、 協議会自体が保護者や地域にあ
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ま り 知 ら れてい ない こ と への懸念が多い こ と を根拠に、

制度に対す る理解不足が課題と さ れ、 不満につながる可

能性があるこ と を指摘 し てい る。 また、 校長が、 学校運

営協議会の導入によ り 、 自 らの頭越しに意見が校外に及

ぶこ と に不安 を抱 く 傾向にある と い う データ から、 経営

者と し ての自信の不十分 さ によ るこ と であると分析 し た

上で、 校長のリ ー ダー シ ッ プやマネ ジメ ン ト力 を強化 し

てい く こ と が本質的な課題であると指摘 し てい る。

大林 (2015) は、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ール充実に向け

た今後の研究課題と し て、 学校運営協議会導入後の学校

教育の改善過程を解明す るために確認 ・ 修正が必要であ

ると している。 さ ら に、 仲田 (2015) は、 コ ミ ュニテ ィ ・ 

スク ールの 「成果」 や 「学校改善」 に注目する一方、 組

織内部におけ る葛藤が必ず し も十分には重視 さ れていな

いこ と が問題であると し てい る。

以上を踏まえ、 本稿は学校運営協議会制度の導入に伴

う 価値評価の実証的な分析を行う こ と によ り 、 制度を導

入 し てい く 学校、 と り わけ校長に対す る理解の促進を目

指す。 
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2 研究の方法

( 1 ) ア ンケー ト調査

二つの方法により 、 実証分析を試みる。 第 1 に、 2016 
年度に全小 ・ 中学校が コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールを導入 し

てい る山口県において実施 し た大規模な ア ンケー ト 調査

(以下、 「山口 コ ミ スク調査」 ) のデータ活用である n。
本調査は、 山口県教育委員会がコ ミ ュニテ ィ ・ ス ク ー

ルの推進 ・ 充実の柱 と し てい る学校運営、 学校支援、 地

域貢献の三つを視点 と し て、 今後と も重要にな ると想定

し た次の項目を設定し た。

① 学校運営 :
取り 組みの広報、 小中連携、 学力向上、 教職員の意識、

学校運営協議会の変容等。

② 学校支援 :
地域の協力、 学習支援、 児童生徒の社会性の発達、 業

務改善への寄与等。

③ 地域貢献 :
地域への関心、 学校への関心、 地域の変化、 子 どもの

意識の変化や成長等。 

本調査においては、 各設問に対 し て次の 4 件法での回

答 を求めた。

「 と て も そ う 思う ・ ・ ・ ・ ・ 4 点」

「 ややそ う 思 う ・ ・ ・ ・ ・ ・ 3 点」

「あま り そ う 思わない ・ ・ ・ 2 点」

「全 く そ う 思わない ・ ・ ・ ・ 1 点」

調査の対象は、 次のと おり である。

① 山口県内の市町教育委員会に在籍する教育長、 指導

主事、 社会教育主事等教員出身の教育委員会関係者全員。 

② 山口県内の公立小中学校の校長、 教頭をはじめと す

る教職員全員。

③ 山口県の公立小中学校の学校運営協議会委員全員。 

④ 山口県内の4 市各 2 中学校区の小学 6 年生、 中学 3 
年生全員 (約2,000人)。
⑤ ④の保護者全員 (約2,000人)。

⑥ ④の校区内地域住民 (約6,400人)。 

ア ンケート 調査の回答について、 各学校の 3 者 (校長、

教職員、 学校運営協議会委員) の平均値の集計結果が図

1 及び図 2 である。

なお、 平均値十 ( プラ ス) 標準偏差以上の学校につい

ては、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの効果意識の高い学校群

(以下、 「上位群」) とする。 逆に、 平均値 (マイ ナス) 
標準偏差以下の学校については、 効果意識の低い学校群

(以下、 「低位群」 ) と す る。 さ ら に、 二つの間に属す る

学校を 「中位群」 と し て分類表記する。 
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図一1 小学校の平均値の分布

小学校におけ る回答の得点を分類すると、 上位群38校、

中位群149校、 低位群56校と いう 結果と なった。 
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図一 2 中学校の平均値の分布

中学校における回答の得点を分類すると、 上位群18校、

中位群82校、 低位群13校と いう 結果と なった。 

( 2 ) イ ン タ ビ ュ ー調査

第 2 に、 協力自治体におけ るイ ン タ ビュ ー調査のデー

タ を活用す る。 イ ン タ ビュ ーの対象は、 山口県及び 3 府
県の自治体の教育長、 学校教育課長他教育委員会職員、

校長、 教頭、 教論、 養護教論、 事務職員、 学校栄養職員、

児童生徒、 学校運営協議会委員、 地域住民と し、 コ ミ ュ

ニ テ ィ ・ ス ク ールの設置によ り 得 ら れた成果や課題につ

いて、 それぞれの立場からの意見を聴取 し たものである。 

3 学校支援活動の活性化

( 1 ) 学校運営協議会における熟議の充実

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールに期待 さ れる機能のう ち、 必

ず行わなけ ればな ら ないのが 「校長が作成す る学校運営

の基本方針 を承認する」 機能である。 こ の機能によ り 、

たと え校長や教職員が人事異動等によ り 入れ替わっ たと
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し ても、 学校と 地域住民等が力 を合わせて学校運営に取

り 組み、 特色あ る学校 を維持管理 し てい く こ と が可能と

な ろ う 。 ま た、 個人の裁量によ る学校運営から全体の協

働によ る運営へと 転換が図 ら れる こ と によ り 、 学校内の

情報が共有化 さ れるこ と にな る。 こ れまでは、 外部に出

さず校内で処理さ れていた情報も、 むし ろ積極的に公開

するこ と で、 学校課題を地域住民と共有 し、 課題解決に

取り 組むこ と ができ るよ う になる。 こ う し た制度価値を

理解し、 地域住民 を信頼でき るかどう かが校長にと っ て

重要な ポイ ン ト と な る。

以下、 学校運営に関し て行 っ た校長へのア ンケー ト 結

果から、 平均値の高い上位群と それ以外の低位群、 中位

群 を比較検討する。 まず、 「学校運営協議会で、 学校の

課題や問題点 を説明 しま し たか」 の問いに対 し て、 小学

校では全体の80%、 中学校では全体の86%が 「 と てもそ

う 思う」 と 回答 し てい る。 その結果について、 コ ミ ュ ニ

テ ィ ・ スク ールの効果意識別に 3 つに分類する と 、 表 1 
のと おり と な る。 

表 1 学校運営協議会で課題や問題点を説明 した

「 と て もそ う思 う」 校長の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 58.5 82.5 97.2 
中学校 75.0 84.8 94.1 

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの効果意識が高い上位群に位

置する学校の校長は、 学校課題の公開に意義を見出 し て

おり 、 低位群の学校の校長はそれが実感でき ていない状

況が明 ら かと な っ た。

同様に、 「保護者や地域住民は、 学校の課題や問題点

を理解 し てい る と 思いますか」 の問いに対 し て、 「 と て

もそう 思う」 と回答 し た校長の割合は、 表 2 のと おり で

あ る。 

表 2 保護者 ・ 地域住民が学校課題を理解 し ている

「 と て もそ う思 う」 校長の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 14.6 18.7 41.7 
中学校 12.5 17.7 47.1 

こ の結果から、 校長は概ね保護者や地域住民の理解度

が低いと認識しているものの、 それでも上位群と中位群 ・ 

低位群と の間には差が見ら れるこ と から、 コ ミ ュニテ ィ ・ 

ス ク ール制度を導入 ・ 継続し てい く 過程で、 学校と 地域

住民と の間に信頼感が生ま れてい く と考え ら れる。 そこ

で、 学校教育の改善過程を解明 し、 評価分析 を フ イ ー ド

バ ツク し てい く 仕組みの重要性が浮き彫り と な っ た。

次に、 「学校運営協議会で、 学校の運営に関する事項
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につい て、 校長に対 し て意見が述べら れま し たか」 の問

いに対 し て、 「 と ても そう 思う」 と回答 し た校長の割合

は、 表 3 のと おり であ る。

上位群の学校ほど、 学校運営協議会で校長に対する意

見がよ く 述べら れてい ると 回答 し てい る。 

表 3 運営に関 し て校長に対 し意見が述べら れた

「 と て もそ う思 う」 校長の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 14.6 37.6 71.4 
中学校 12.5 38.0 58.8 

一方、 「学校運営協議会で、 学校の運営に関する事項

につい て校長に意見 を述べま し たか」 の問いに対す る学

校運営協議会委員の回答結果は、 表 4 のと おり である。 

表 4 運営に関 し て意見を述べた

「 と て もそ う思 う」 運営協議会委員の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 23.7 34.4 40.9 
中学校 23.7 29.2 30.5 

校長に意見をよ く 述べたと回答 し た学校運営協議会委

員は低い割合にと どま るな ど、 校長と委員の認識に乖離

が生 じ てい る。 逆に、 低位群では、 小中学校と も に、 校

長よ り も学校運営協議会委員の方がよ く 意見を述べたと

回答 し てい る割合が高 く な っ てい る。

低位群と比較 し て上位群では、 学校運営協議会の議題

も質的充実が図 ら れ、 発言内容にも深まり が求めら れる

こ と から、 発言回数が減少するこ とがあるかも し れない。 

さ ら に、 活動の充実に伴い、 施策に対す る質問や意見が

減っ て く るこ と から、 議題の精選や整理が進んで く るこ

と も考え ら れると こ ろであ る。 こ う した熟議や協議を繰

り 返すこ と で、 学校運営協議会に支え ら れた学校の立場

を際立たせて も い る。 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールを充実 さ

せる取り 組みを続け る過程で、 学校の発言力やリ ーダー

シ ッ プがよ り 発揮 さ れるこ と にも つながっ てい る。

いずれにせよ、 学校運営協議会での熟議は回数を重ね

る ごと に学校課題の本質へと向かっ てい く こ と は想像に

難く ないこ と である。 聞き取り 調査を行っ たC 中学校長

は次のよ う に述べてい る。

「熟議を繰り 返す中で本校の教職員の苦労を実感 し て

い ただけ るこ と が真の学校理解につながっ てい る」 と 語

り 、 さ ら に 「『先生方の苦労は半端ではない』 と いう 議

論が学校運営協議会において本気モー ドで展開 さ れ 『教

員 を支え ていき ますよ』 と いう 熱気が感 じ ら れます」 と

続けた。 こ れまで、 多 く の学校でなかなか伝え るこ と が

で き なかっ た教職員の苦労や努力 につい て、 熟議 を重ね
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る中で学校運営協議会の委員が理解し、 地域に戻 っ た彼

ら から地域住民へと次第に伝わっ てい く のであ ろう 。 上

位群の多 く の教員が、 地域の方々から 「お疲れ様」、 「体

に気 をつけ て」 と い う ねぎら いの声 をかけ て も ら っ たこ

と を証言する。 さ ら に、 学校運営協議会は学校課題の解

決に向け て、 様々な取り 組みを協働 し、 良さ を実感す る

こ と を繰り 返す中で、 委員相互の意識改革や信頼関係の

深化にも つながっ てい る。 

( 2 ) 学校支援活動の深ま り

児童生徒と 直接地域住民が関わる諸活動については、

教職員の意識調査から 「教育水準の向上に効果ある取り

組みと し て認識 さ れていますか」 の問いに対 し、 「 と て

もそう 思う」 と回答 し た教職員の割合は、 表 5 のと おり

であ る。 

表 5 地域の学校支援ボラは教育水準向上に効果がある

「 と て もそ う思 う」 教職員の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 28.3 45.1 69.4 
中学校 20.9 32.1 48.3 

また、 同 じ質問に対する学校運営協議会委員の割合は、

表 6 のと おり と な っ ており 、 教職員に比べ高い割合 を示

し てい る。 

表 6 地域の学校支援ボラは教育水準向上に効果がある

「 と て もそ う思 う」 運営協議会委員の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 84.1 90.1 93.5 
中学校 90.5 91.4 94.5 

両者の意識の差については、 管理職や担当者と 地域代

表と し ての地域コ ー デイネ ー 夕と が連携 し ながら取り 組

みを進めてい く 過程で、 他の教職員や保護者の関わり が

欠落し て しまい、 一部関係者の努力に依存 し過ぎていた

こ と が要因である と考え ら れる。

し かし ながら、 教職員の コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールに対

す る意識の変化が、 学校運営協議会委員ほ どではないに

せよ確実に高ま っ てい るこ と に注目すべき であ る。 それ

は、 山口県 の コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの特徴 で も あ る

「地域貢献」 の取り 組みによ る成果と いえよ う 。

2014年度よ り 大人のための早朝健康教室を開催し てい

るH市 A 中学校では、 その教室に参加する地域の方々の

「 こ んなに学校にお世話に な っ て、 私た ち にで き る こ と

があ っ た ら何で も言 っ てほ しい」 と い う 発言から も わか

る よ う に、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの プロ グラ ムに参加

する住民の学校支援に対するエネルギーの高まり を感 じ
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るこ と ができ る。

こ う した取り 組みの充実に伴い、 その効果に対す る認

識を深めてい く 教員の様子を見て取るこ と ができ る。 特

に小学校では、 大人の補助 を要す る活動が多いこ と も あ

り 、 ボラ ンテ ィ アの重要性を高 く 評価す る教員は多い と

考え ら れる。 一方、 学校運営協議会委員の回答を見ると、

いずれも高い平均値が出ており 、 学校に対するボラ ンテ ィ

ア活動 を回数には関係な く 、 肯定的な営みと し て位置付

け てい る。 地域住民にと っ ては、 児童生徒や教職員のた

めに汗 を流す こ と は頻度にかかわらず、 よい こ と であ る

と いう 認識が高いこ と から、 学校や学校運営協議会の働

きかけに応 じて、 可能な人が、 可能な時に、 可能なこ と

に奉仕でき る仕組みは、 す ぐに受け入れら れるといえ る。

さ ら に、 大人の活動から学ぶ子 ども たちの成長に も注

目 し たい。 こ のコ ミ ス ク調査の一連の取り 組みと し て、

現在 も継続中であ る児童生徒へのイ ンタ ビュ ー調査があ

る。 地域の大人が頻繁に校内外の環境整備作業で来校す

る H市 A 中学校では、 その取り 組みを目に し 「私たちの

ために汗 を流 し て く だ さ る、姿 に感謝す る気持ちが大き く

なり ま し た」 と 回答 し てい る。 また、 地域の方々に授業

参加を呼びかけ一緒に授業を受け る S市 T 小学校では、

「大人が一緒だから真剣に 1 時間勉強でき た」、 「大人も

でき ないこ と があっ て、 教え てあげたら本気で応え て く

れた。 う れしい」 と 気持ち を表現 し た。 さ ら に、 H市 A 
小学校では、 宿泊研修に参加 し た地域の大人の行動を目

の当 たり に し て 「 ゴミ のつまり に手 を突 っ込んで直 し て

く れた。 私にはで き ない こ と が大人にな っ た ら で き る ん

だ。 かっ こ いい」 と大人に対する l童れを素直に語っ てい

る。 こ のよ う な子 ども たちの貴重な学 びを、 教職員は コ

ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールだから こ そ と受け止めてい る こ と

も確かであ る。

一方で、 教職員 と学校運営協議会委員の意識の乖離に

も注目 し たい。 教職員の意識で中学校においては上位群

の学校であ っ て も、 地域の学校支援は教育水準の向上に

効果があ ると の認識が50% に満たない。 低位群から上位

群にかけて次第に向上 し てい るものの、 支援活動を全面

的に肯定す るまでには進展 し ていない。 授業やその準備

に追われ多忙 を極める学校現場におい て、 教育課程 を中

心と し た授業づ く り や授業研究への支援が行われるこ と

が少ない現状では、 教職員の意識は急速には変わら ない

のであろう 。 しかし、 日常的に学校運営協議会委員が授

業研究に関わっ てい る学校に目 を向け る と 、 こ の質問に

対する平均値は極めて高い ( H市立A 中学校 : 81%) 。 

こ の結果から考え る と、 教職員の意識変革を促すために

は、 学校運営協議会において授業や行事等の教育課程に

関する議題 を積極的に取り 上げ、 熟議するこ と が求めら

れる。

こ れから の コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールにおい ては、 地域
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住民によ る肯定的な営みを整理 し、 行事や教育課程の中

に位置付け るこ と を学校運営協議会に諮るこ と が重要と

なる。 この協議会で承認を得る手つづき を定期的に行う

こ と を繰り 返せば、 教員個人の技量に依拠 し た取り 組み

でな く 、 人事異動に左右 さ れない持続可能な取り 組みと

し て受け継がれるこ と になろう 。 同時に、 行事予定や教

育課程と して、 教職員にも地域住民にも活動日的 ・ 内容 ・ 

時間等を提示するこ と によ り 、 一部関係者の努力に頼る

営みでな く 、 当事者と し て、 でき る時にでき るこ と に取

り 組めるこ と と し て、 共有でき るカ リ キュ ラ ムと な る可

能性が高い。 

( 3 ) 持続可能な学校支援

地域によ る学校支援を考え る時に、 取り 組みの持続性、

継続性に注目する と同様に、 学校と 地域の関係性に も目

を向け るべき であ る。 こ れまでに行われてき た学校支援

は学校 と 地域の双方のご く 一部の善意によ っ て成り 立 つ

てき たものと いえ よ う 。 学校運営協議会を持たない現行

の仕組みの中では、 受け入れる学校側も支援者と なる地

域にもい く つものハー ドルが存在する。 支援 を続け れば

続け るほ ど、 双方のス ト レスが大き く な る話はよ く 聞か

れる と こ ろ であ る。

仲田 (2015) は、 学校支援型 コ ミ ュニテ ィ ・ ス ク ール

におい て、 学校の 「目的」 達成のための手段と し て位置

付け ら れるのが外部と の連携であり 、 支援強化は手段で

あるばかり か、 それ自体が 「成果」 であ ると言及し てい

る。 し かし、 政府から 派生す る 「 ト ッ プ ダウ ン方式」 の

下部に位置付け ら れた学校の さ ら に末端に、 保護者 ・ 地

域住民が位置付け ら れ、 それ自体が手段である と と もに

成果で もある支援強化に巻き込まれてい る と の強烈な指

摘 を し てい るのである。 確かに、 学校支援におけ る学校

と 地域住民と の関係には上下関係で捉え るこ と も でき な

く はない。 ボラ ンテ ィ ア自体をよいこ と だと捉え てい る

人々が、 善意で学校の支援 を し てい るに過ぎず、 学校は

地域に対する効果を何ら創出はし ていない。 こ の結果、

地域の学校支援に関わる者が固定化さ れ、 学校内でも関

わる教員が一部の者に限定 さ れるな ど、 学校全体の行事

と し て扱われるこ と も少ない。 多 く の場合、 地域を巻き

込んだカ リ キュ ラ ムと し て根付 く こ と はな く 、 校長や中

心的な役割 を担う 教職員の異動で終焉を迎え る取り 組み

も少な く はない。

こ う し た課題 を解決す るためには、 地域と学校の互恵

的な関係づ く り の中でいかに持続可能な カ リ キュ ラ ムを

作り 実行 し てい く かが重要である。 先述し たと おり 、 自

ら の学びのために学校へ足 を運ぶ地域の方々の学校支援

のエネルギーは大きい。 地域の大人のための幸せづ く り

の支援こ そが互恵的な関係づ く り のポイ ン ト で もある。 

山口県におけ る上位群では学校の基本的な取り 組みと し
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て、 地域の方々が学校の敷居を越え て自由に校内に足 を

運び、 自 らの学びを展開す るこ と を基盤と し てい る。 実

践校の多 く が空き教室や特別教室の開放、 図書館を態い

のスペース と し て活用す るな ど地域住民等の学びの支援

を行 っ てい る。 こ う し た取り 組みが地域住民の心 を開き

学校支援のエネ ルギーを充た し てい く こ と につながっ て

い る o

学校運営協議会委員や地域住民に対す るア ンケート の

自由記述には、 次のよ う な意見があ る。 「学校の公開講

座やボラ ンテ ィ アな どの取り 組みに参加す るこ と で学校

に足 を運ぶ機会が増え、 少子化時代に地域の子 ども たち

のこ と を考え るよい き っ かけ にな っ た」、 「地域と 学校が

協働で運営する地域開放講座は地域ぐるみで交流でき る

出会いの場だ」、 「学校へ行 く こ と で関わり が広がり 子 ど

も や大人の皆 さ んを知 るこ と で、 行事な どのイ ベ ン ト に

参加す る意欲がわいてき ま した」 と いう ものであ る。 こ

のよ う な意見は上位群のものであり 、 すべての学校に見

ら れるこ と ではない も のの、 地域の方々の学びに向かう

力が学校 を拠点に高ま っ てい く こ と が認識でき る。

Y市 Y 中学校の支援活動に参加するお年寄り から学校

への手紙が届い た。 「 こ れまで も聞こ え てい たはずの子

ども たちの声、 野球部の皆 さ んの元気なかけ声、 吹奏楽

部の楽器の音色等々、 学校にお勉強やお手伝いで通わせ

てい ただい て、 こ んなに心地よ い も のだ と は じ めて気づ

きま し た」 と いう 内容である。 こ のお年寄り は、 花生け

で関わり 始め、 今は筆ペ ン教室や絵手紙講座な ど自 らの

学びを広げながら学校に来 るこ と を楽 しみに し てい る。 

「仲問 を誘っ て元気で長生き し ます」 と いう 校長宛の礼

状 も届いた。 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールは、 高齢者の生き

甲斐づ く り と い っ た現代社会の大き な課題について も、

無理な く 優 し く 解決に向け て導いて く れる ツールと も な

る。 

4 ま と め

本稿では、 学校運営協議会制度導入に伴う 価値評価の

実証的検証を行う ために、 山口県及び3 府県の自治体に

おけ る質問紙調査と イ ンタ ビュ ー調査 を基に分析 ・ 考察

を行 っ た結果、 次のよ う な成果が確認 さ れた。

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの中心的 な取 り 組みと な る学

校支援活動の活性化には学校運営協議会におけ る熟議の

充実が求めら れる。 学校課題が協議題と し て挙げら れる

こ と や、 運営に関 し て委員の意見が活発に述べ ら れるこ

と で回数を重ねる ごと に学校支援をは じめとす る コ ミ ュ

ニ テ ィ ・ ス ク ールの取 り 組みが活性化 さ れる こ と 。

また、 こ う した取り 組みをと お し て教職員の苦労や努

力が地域から理解 さ れ、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの副次

的な成果と し て報告 さ れているこ と。 支援活動に深まり

を求めるには、 地域の方々を学校に積極的に受け入れる
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取り 組みが必要であり 、 授業改善のための研究会等への

参加 を促すな ど、 こ れまで以上に開かれた学校づ く り を

進めるこ と で、 支援活動に対す る地域のエネ ルギーが蓄

積さ れてい く こ と。

さ ら に、 支援活動 を持続す る ためには、 学校を拠点 と

し た大人の活動をより 積極的に進める工夫が必要であり 、

学校運営協議会を中心に地域と学校の互恵的な関係づ く

り を進め、 大人の学びを充実するな ど地域住民が学校を

訪ねる機会を増やすこ と が支援活動の深ま り につながる

こ と が確認 さ れた。 

5 今後の課題
コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの普及 ・ 充実のための指標と

なる今後の研究課題と し て次の 4 点 を挙げる。

第 1 に、 教育委員会によ る教育 ガバナ ンスについ ての

検討が必要であ る。 学校は、 だれによ っ ていかに統治 さ

れてい く べきかと いう 教育委員会制度に関わる課題であ

り 、 共同統治 を志す コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの統治に関

する点である。

第 2 に、 自治体内で コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ール制度 を導

入 し た学校と導入 し ていない学校の差を どう 埋めてい く

かと いう こ と である。 原則的に進学先 を選択でき ない状

況の中で、 自治体内に格差が生 じ ている現状 を教育委員

会と し て どう 整合性を担保し てい く かと いう 点である。 

ま た、 地域の特色を活かし た教育課程の編成については、

教育委員会主導で実施するこ と も視野に入れたい。

第 3 に、 教育長、 校長、 学校運営協議会長、 P T A 会

長 な ど分散 さ れる リ ー ダー シ ッ プやマネ ジメ ン ト に関す

る課題であ る。 正解が不明確な時代のリ ーダーシ ッ プが

どこ で どのよ う に育成 さ れるのか、 だれが児童生徒の成

長に責任と権限を持つべき なのかと いう こ と である。

第 4 に、 子 ども たちの成長 を担保でき る仕組みである

かと いう こ と であ る。 学校と 地域が子 ども たちのあり た

い ;姿 を共有す るこ と から始ま る コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ール

だが、 果た し てこ れから の時代 を生き る子 ども たちの成

長 を担保でき るかと い う 最も大き な課題である。 

【注】
i 文部科学省 ホ ー ムペ ー ジ 「 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ール

導入 ・ 推進状況2017.4」 (最終アクセス 2017.10.25)
http://www.mext.go jp/a_menu/shotou/community/shitei/ 
detail/1386362.htm 

ii 「 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールにおけ る教員、 児童生徒、

学校、 地域の変容につい ての成果に関す る調査研究

2016」 文部科学省委託事業 「学校の総合マネ ジメ ント

力の強化に関す る研究」。 こ の調査は、 筆者が佐藤晴

雄 ( 日本大学) ら と共に山口大学と協働し実施したも

のであ る。 調査の目的は、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールに
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おけ る成果を把握 し検証するこ と で、 今後の山口県及

び各都道府県におけ る コ ミ ュ ニテ ィ ・ スク ールの普及 ・ 

充実に資する客観的なデータや方策等 を示すこ と であ

る。 県内外の比較 を含め、 子 ども たちの成長の検証に

至 るま で、 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ールの持つ可能性 を継

続的に検証す るも のである。 
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